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• 2025年度卒業・修了予定学生の就職・採用活動の実態把握を目的とした「就職・採用活動に関する調査」を全国の大学、
短期大学、高等専門学校（以下「大学等」）に対し実施。1,144校に調査票を配布し、992校から回収した。（回答率
86.7％）

• 2025年8月1日時点の数値について回答を依頼。
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①国立大学
8.0%

②公立大学
8.8%

③私立大学
55.1%

④公立短期大学
0.8%

⑤私立短期大学
21.9%

⑥高等専門学校
5.4%

①設置している
84.2%

②設置していない
15.8%
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農学

医学、歯学、看護学
薬学

保健（医学、歯学、看護学以外）
商船
家政
教育
芸術
その他
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414

110
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280

75
189

8
182

399
109

187

• 学校種別では「私立大学」が最も多く55.1％であり、次いで「私立短期大学」が21.9％である。以下「公立大学」8.8％、
「国立大学」8.0％、「高等専門学校」5.4％、「公立短期大学」0.8％の順。

• 「国立大学」、「公立大学」、「私立大学」と回答した大学（713校）のうち84.2％が大学院を設置。

• 設置されている学部（学科）は「社会科学」が最も多く414校、次いで「教育」が399校、 「人文科学」が331校。
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学校種別 大学院設置の有無

N＝992
N＝713

設置している学部（学科）、研究科

※複数回答可

所在地

N＝992

N＝992

(校)

①北海道・東北
13.0%

②関東（東京都以外）
15.0%

➂東京都
15.3%➃中部・北陸

18.2%

➄近畿
17.5%

➅中国・四国
9.9%

➆九州・沖縄
11.0%

回答のあった大学等の情報

【基本情報】



• 調査に回答した大学等のうち98.7％に就職活動を行う学生が在籍。

• 本年度卒業・修了予定者数は「100名以上500名未満」の大学等が最多で49.6％。

就職活動を行う学生の有無 本年度卒業・修了予定者数

N＝968N＝992

①在籍している
98.7%

②在籍していない
1.3%

100名以上～500名未満
49.6%

100名未満
16.6%

500名以上～1000名未満
13.1%

1000名以上～2000名未満
11.6%

2000名以上～4000名未満
5.9%

4000名以上～
3.2%
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２０２５年度就職活動を行う学生の在籍及び卒業・修了対象学年の学生数

【基本情報】



0% 20% 40% 60%

地元の経済団体に対し、手交した

地元の経済団体に対し、メール等で送付した

地元の経済団体に対し、口頭で周知した

個別の企業に対し、手交した

個別の企業に対し、メール等で送付した

個別の企業に対し、口頭で周知した

大学等のホームページに掲載した

0.5%

1.3%
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10.6%
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41.1%
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1.0%
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0.2%
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51.6%
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学生の卒業時期が多岐にわたるため

企業に周知することに気兼ねした

業務上周知する余裕がなかった

企業へ周知することを認識していなかった
（理解していなかった）

学内で企業説明会を実施していない等、
企業との接点がないため周知する機会がなかった

学生が希望する就職先の多くが公的機関、医療機関、
幼稚園、保育園など、企業以外の組織であるため

周知する必要はないと考えた

既に就職問題懇談会や政府などから企業へ
周知されているので、それで足りると考えた

0.8%

1.1%

2.1%

5.5%

4.9%

29.7%

56.8%

0.8%

1.0%

1.7%

4.6%

5.0%

28.7%

58.2%

0.6%

1.1%

1.5%

3.9%

3.3%

27.6%

62.1%

「申合せ」について

• 企業に対し「大学、短期大学及び高等専門学校卒業・修了予定者に係る就職について（申合せ）」を周知していると答えた
大学等は44.7％。

• 周知方法は「大学等のホームページ掲載」が最も多く51.6％。

• 周知しなかった理由として「既に就職問題懇談会や政府などから企業へ周知されているので、それで足りると考えた」と
回答した大学等が最も多く62.1％。

「申合せ」の内容を企業等に対して
周知した大学等の割合

周知方法について

2025年度 2024年度 2023年度

周知しなかった理由
※複数該当する場合は、理由として最も大きいものを回答

※複数回答可

44.9% 44.4% 44.7%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

2023年度 2024年度 2025年度
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【就職問題懇談会の「申合せ」について】



【就職問題懇談会の「申合せ」について】

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

授業に影響があるため

研究活動に影響があるため

教育実習に影響があるため

ゼミに影響があるため

留学に影響があるため

その他

31.0%

11.7%

10.7%

5.3%

15.7%

65.5%

34.4%

11.5%

13.7%

7.0%

12.6%

64.4%

2024 2025

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024年度

2025年度

71.3%

71.2%

14.9%

15.0%

3.1%

2.7%

10.7%

11.2%

現在の開始でよい 3月より早くから開始した方がよい

3月より遅くから開始した方がよい 開始時期の設定は必要ない

• 広報活動の開始時期についての考えは、「現在の開始でよい」と答えた大学等が71.2％ （前年度71.3％）と最も多く、
次いで「3月より早くから開始した方がよい」が15.0％。

• 「現在の開始時期でよい」以外を回答した理由は「授業に影響があるため」が最も多く、31.0％の回答。

※政府は広報活動を卒業・修了年度に入る直前の3月1日以降に開始するよう要請

広報活動の開始時期について 「現在の開始時期でよい」以外の回答の理由

N＝975

※複数回答可N＝281

N＝940

【自由記述（回答の理由）】

・現在より早く開始されると、授業や定期試験への支障が生じる可能性があり、反対に遅いと新年度の授業に支障が生じることが考えられる。（「現在の開始時期
でよい」と回答）

・3月広報活動の開始、6月採用選考活動開始のルールが形骸化しており、学生にとって就職活動を始める時期がわかりにくくなっている。授業や、学生生活に影
響が出ないような、ルールの見直しが必要だと感じている。（「３月よりも早く開始した方がよい」と回答）

・学生の教学、研究、正課外活動、留学への多大なる影響があること、採用の早期化は成長過程にある大学生を十分に評価できていないと考える。（「3月より遅く
開始した方がよい」と回答）

・企業や業界について低学年のうちから知ることは、学生が自身の進路や学びを主体的に考えるうえで有意義であり、学生生活をより充実したものにするきっか
けにもなるため、広報活動の開始時期を一律に定める必要はないと考える。（「開始時期の設定は必要ない」と回答） 7

広報活動の開始時期についての考え



【就職問題懇談会の「申合せ」について】

【自由記述(回答の理由)】 

・学生には、自己分析の時間、業界研究、企業研究の時間をきちんと確保してほしく、適切に職業を選択するための時間を確保してほしいと考える。（「現在の開始で
良い」）と回答

・現実に、すでに早期選考が一般的になっている。また、学業への影響という点では、6月開始であっても同じことである。（「6月より早く開始した方がよい」と回答）

・学生の教学、研究、正課外活動、留学への多大なる影響があること、採用の早期化は成長過程にある大学生を十分に評価できていないと考える。（「6月より遅く開
始した方がよい」と回答）

・早い段階から就職情報ナビ会社から企業側・学生側に活動をあおるような情報が発信されており、現状６月選考開始であっても守られていない。（「開始時期の設
定は必要ない」と回答）

・業界や分野によって多様な活動があってよいと考えている。期間を決めることで逆に、時期が早期化しているのではないかと感じる。（「開始時期の設定は必要な
い」と回答）

採用選考活動の開始時期について 「現在の開始時期でよい」以外の回答の理由

N＝975

• 採用選考活動の開始時期についての考えは、「現在の開始でよい」と答えた大学等が56.6％ （前年度55.2％）と最も多
く、次いで「6月より早くから開始した方がよい」が25.7％。

• 「現在の開始時期でよい」以外を回答した理由は、「授業に影響があるため」が最も多く、32.5%の回答。

   ※政府は採用選考活動を卒業・修了年度の６月1日以降に開始するよう要請

※複数回答可

N＝422

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024年度

2025年度

55.2%

56.6%

27.8%

25.7%

4.5%

3.0%

12.6%

14.7%

現在の開始で良い 6月より早くから開始した方がよい

6月より遅くから開始した方がよい 開始時期の設定は必要ない

N＝940

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

授業に影響があるため

教育実習に影響があるため

研究活動に影響があるため

ゼミに影響があるため

留学に影響があるため

その他

32.5%

13.0%

11.6%

4.0%

19.4%

62.3%

33.7%

11.9%

13.1%

3.8%

16.6%

61.3%

2025 2024
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採用選考活動の開始時期について



【就職問題懇談会の「申合せ」について】

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024年度

2025年度

79.1%

78.4%

7.2%

6.7%

2.9%

3.6%

10.7%

11.3%

現在の開始時期でよい 10月より早くから開始した方がよい

10月より遅くから開始した方がよい 開始時期の設定は必要ない

正式な内定日について 「現在の開始時期でよい」以外の回答の理由

N＝974

• 正式な内定日についての考えは、「現在の開始でよい」と答えた大学等が78.4％と最も多く、次いで「開始時期の設定は
必要ない」が11.3％。

• 「現在の開始時期でよい」以外を回答した理由は、「授業に影響があるため」が最も多く38.1％の回答。

※政府は正式な内定日を卒業・修了年度の10月1日以降とするよう要請

※複数回答可N＝210

N＝940

38.1%

12.9%

12.4%

4.3%

13.8%

54.3%

38.8%

11.7%

14.3%

5.1%

11.2%

53.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

①授業に影響があるため

②ゼミに影響があるため

③研究活動に影響があるため

④留学に影響があるため

➄教育実習に影響があるため

⑥その他

2025 2024
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正式な内定日について

【自由記述(回答の理由)】 

・早期選考での内々定から正式な内定までの期間が空くことは懸念されるが、就職活動に出遅れた学生がいることも踏まえると、現在の開始時期でよいと思われ
る。また、学生にとって明確な時期を設定することで就活を終える時期の目安になるという意味でも適していると考える。（「現在の開始時期でよい」と回答）

・１０月でもまだ採用継続している企業が目立つため、早める遅めるは考えにくい。だからと言って、時期を設定しないと、複数日で授業配慮が必要になってしま
う。（「現在の開始時期でよい」と回答）

・就職活動の時期を短期化させ、学業に専念させることができる。また、未内定者の早期把握により、未内定者への支援をより充実させることができる（複数回の
フォロー、長期的なアプローチ等）。（「10月より早くから開始した方がよい」と回答）

・内定式から入社までの期間が長くなると、学生の就職に対するモチベーションの低下が見られ、内定辞退の可能性が高くなると考える。（「10月より遅く開始し
た方がよい」と回答）

・企業では、採用選考活動開始時から、採用試験を実施し、基準を満たした学生については、「内々定」として、実質的な内定を出している。「申合せ」に引きずられ、
「内々定」のまま、長期にわたり学生を不安定な状態にしておくことは、適切ではないと考える。実態に合わせるということで、内定開始時期の設定は必要ない
のではないか。（「開始時期の設定は必要ない」と回答）



0% 20% 40% 60% 80% 100%

2023年度

2024年度

2025年度

9.9 

18.7 

22.4 

4.4 

4.7 

3.9 

5.7 

6.1 

7.2 

6.2 

6.7 

6.0 

8.2 

7.6 

7.4 

22.5 

23.5 

21.5 

32.4 

32.7 

31.6 

10.7 

0.0

0.0 2月以前（46.9％）

広報活動開始時期（中小企業）
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広報活動開始時期（大企業）

10月以前 11月 12月 1月

2月 3月以降 わからない 無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2023年度

2024年度

2025年度

13.6 

22.5 

26.6 

5.9 

4.5 

4.4 

7.0 

5.0 

5.7 

5.7 

6.4 

5.7 

8.1 

5.5 

5.1 

28.3 

21.5 

18.9 

31.4 

34.5 

33.5 

0.0 

0.0 

0.0 2月以前（47.5％）

N＝975

N＝938

N＝861

N＝861

N＝791

N＝789

• 2025年度の企業の広報活動の開始時期は卒業・修了前年度の「10月以前」との回答が最も多く大企業では26.6％、
中小企業では22.4％となっており、次いで「3月以降」との回答が多く大企業では18.9％、中小企業では21.5％。 （「わ
からない」を除く）

• 大企業、中小企業ともに、卒業・修了前年度の10月以前に広報活動を開始する企業が増加傾向。

• 広報活動を2月までに開始する企業は、大企業では47.5％、中小企業では46.9％であり、半数の近くの企業が2月以
前に広報活動を開始。

   ※政府は広報活動を卒業・修了年度に入る直前の3月1日以降に開始するよう要請

【２０２５年度の卒業・修了予定者に対する企業の採用活動時期について】

企業の広報活動の開始時期について



0% 20% 40% 60% 80% 100%

2023年度

2024年度

2025年度

11.6 

19.7 

23.3 

7.5 

7.1 

9.0 

21.5 

19.7 

17.7 

9.4 

11.4 

9.6 

2.8 

3.2 

3.2 

6.5 

8.7 

7.4 

28.9 

30.1 

29.8 

11.7 

0.0 

0.0 

• 2025年度の企業の採用選考活動の開始時期は卒業・修了前年度の「1月以前」と回答した大学等が最も多く、大企業で
は27.4％、中小企業では23.3％。次いで「3月」と回答した大学等が多く、大企業では18.3％、中小企業では17.7％
（「わからない」を除く） 。

• 大企業、中小企業ともに、卒業・修了前年度の1月以前に採用選考活動を開始する企業が増加傾向。

• 採用選考活動を5月までに開始する企業は、大企業では61.4％、中小企業では62.8％であり、6割を超える企業が5月
以前に採用選考活動を開始。

※政府は採用選考活動を卒業・修了年度の６月1日以降に開始するよう要請

11

採用選考活動開始時期（大企業） 採用選考活動開始時期（中小企業）

1月以前 2月 3月 4月

5月 6月以降 わからない 無回答

N＝861

N＝790

N＝789

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2023年度

2024年度

2025年度

14.5 

22.2 

27.4 

9.3 

6.6 

6.7 

23.6 

20.3 

18.3 

10.6 

8.1 

7.4 

3.3 

2.3 

1.6 

8.2 

8.1 

6.7 

30.5 

32.4 

32.0 

0.0 

0.0 

0.0 

N＝861

N＝939

N＝975

5月以前（61.4％） 5月以前（62.8％）

【2025年度の卒業・修了予定者に対する企業の採用活動時期について】

企業の採用選考活動の開始時期について



0% 20% 40% 60% 80% 100%

2023年度

2024年度

2025年度

2.1 

5.8 

7.1 

1.9 

2.0 

3.6 

12.0 

10.9 

13.6 

15.4 

16.7 

15.3 

16.1 

13.9 

12.7 

23.1 

19.5 

15.3 

29.4 

31.1 

32.3 

0.0 

0.0 

0.0 

• 学生が最初に内々定を得た時期について、大企業に関しては、卒業・修了年度の「6月以降」・「４月」と回答した大学等が
同率で最も多く、15.3％となっている。中小企業でも「４月」と回答した大学等が最も多く16.9％。大企業では次いで「3
月」と回答した大学等が多く13.6％、中小企業では「６月以降」と回答した大学等が16.4％（「わからない」を除く）。

• 大企業、中小企業ともに、３月までに内々定を出す企業が増加傾向。

    ※政府は採用選考活動を卒業・修了年度の６月1日以降に開始するよう要請

最初に内々定を得た時期（大企業） 最初に内々定を得た時期（中小企業）

1月以前 2月 3月 4月

5月 6月以降 わからない 無回答

N＝971

N＝702

N＝861

N＝791

N＝861

N＝702

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2023年度

2024年度

2025年度

2.8 

6.4 

7.1 

1.7 

2.8 

3.7 

8.2 

9.5 

10.4 

15.0 

15.8 

16.9 

14.4 

16.4 

16.3 

19.4 

22.3 

16.4 

26.4 

26.9 

29.2 

12.1 

0.0 

0.0 
5月以前（52.3％） 5月以前（54.4％）
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【2025年度の卒業・修了予定者に対する企業の採用活動時期について】

最初に内々定を得た時期について



0% 20% 40% 60% 80% 100%

2023年度

2024年度

2025年度

0.3 

0.1 
0.8 

0.0 

0.0 

0.1 

0.7 

0.9 

1.0 

0.8 

1.3 

1.0 

2.7 

4.1 

4.0 

8.8 

12.4 

12.5 

7.9 

11.5 

10.3 

42.3 

41.4 

40.2 

24.6 

28.4 

30.0 

11.8 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2023年度

2024年度

2025年度

0.3 

0.3 

0.7 

0.2 

0.1 

0.3 

0.8 1.1 

1.8 

3.3 

4.0 

5.3 

8.5 

8.5 

8.8 

25.0 

23.7 

22.0 

9.2 

12.1 

8.3 

22.4 

16.9 

17.6 

30.2 

33.3 

35.1 

0.2 

0.0 

0.0 

• 学生が就職活動を終了した時期について、大企業に関しては卒業・修了年度の「6月」と答えた大学等が最も多く22.0％
（「わからない」を除く）であったが、中小企業に関しては「継続中」と回答した大学等が最も多く40.2%で、大企業と中小
企業で就職活動を終了した時期の傾向が異なる。
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就職活動を終了した時期（大企業） 就職活動を終了した時期（中小企業）

5月 6月 7月 継続中

1月以前 2月 3月 4月

わからない 無回答

N＝974
N＝793

N＝861

N＝790

N＝933

N＝861

【2025年度の卒業・修了予定者に対する企業の採用活動時期について】

学生が就職活動を終了した時期について



• 学生から授業、ゼミ、研究活動などの授業時間と採用面接の日程等の重複に対する相談を受けたことがあると回答した
大学等は全体で61.3％（前年度58.1％、前々年度42.3％）と増加傾向。

• 「相談件数の変化はない」と回答した大学等が最も多く82.0％、「増えた」と回答した大学等は13.9％、「減った」と回答
した大学等は4.2％。
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学生からの相談の有無 相談件数の変化

N＝599

N＝938

N＝861

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2023年度

2024年度

2025年度

42.3%

58.1%

61.3%

46.3%

41.9%

38.7%

11.4%

0.0%

0.0%

ある ない 未回答

N＝977

①増えた
13.9%

②変化はない
82.0%

③減った
4.2%

【2025年度の卒業・修了予定者に対する企業の採用活動時期について】

授業時間と採用面接の重複等に対する相談の有無について



0% 20% 40% 60% 80% 100%

2023年度

2024年度

2025年度

24.3%

46.4%

47.5%

46.3%

53.6%

52.5%

11.4%

0.0%

0.0%

ある ない 未回答

• 留学や教育実習などの学事日程と採用面接の日程等の重複に対する相談を受けたことがあると回答した大学等は
47.5％（前年度46.4％、前々年度24.3％）と増加傾向。

• 件数について「相談件数の変化はない」と回答した大学等が最も多く88.1％、「増えた」と回答した大学等は8.9％、
「減った」と回答した大学等は3.0％。
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学事日程に関する相談 相談件数の変化

N＝463

N＝977

N＝861

N＝940

①増えた
8.9%

②変化はない
88.1%

③減った
3.0%

【2025年度の卒業・修了予定者に対する企業の採用活動時期について】

学事日程と就職活動の重複等に対する相談の有無について



• 就職活動により授業・ゼミを欠席したことが「あった（しばしばあった・まれにあった）」と回答した大学等は８６．３％。

• 土日・祝日に就職活動に参加したことが「あった（しばしばあった・まれにあった）」と回答した大学等は９０．５％。

（「わからない」を除く）

授業・ゼミを欠席したこと 土日・祝日に就職活動に参加したこと

N＝789N＝802

※今年度より調査実施
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【2025年度の卒業・修了予定者に対する企業の採用活動時期について】

就職活動により授業・ゼミを欠席した学生/土日・祝日に就職活動に参加した学生について

しばしばあった
39.7%

まれにあった
46.6%

ほとんどなかった
9.1%

なかった
4.6%

しばしばあった
45.4%

まれにあった
45.1%

ほとんどなかった
6.7%

なかった
2.8%



増えた
0.0%

変化はない
98.8%

減った
1.2%

いた
2.4%

いなかった
50.0%

把握できていない
47.6%

• 就職活動により留学を諦めた学生が「いた」と回答した大学等が2.4％、「いなかった」と回答した大学等が50.0％。

• 「留学を諦めた学生数の変化はない」と回答した大学等が最も多く98.8％、「増えた」と回答した大学等は0％、「減った」
と回答した大学等は1.2％。

留学を諦めた学生の有無 留学を諦めた学生数の変化

N＝241
N＝464
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【2025年度の卒業・修了予定者に対する企業の採用活動時期について】

就職活動により留学を諦めた学生の有無について



92.6%

54.9%

66.8%

18.6%

0.3%

93.4%

68.0%

54.5%

19.6%

0.0%

93.3%

56.0%

63.4%

20.8%

0.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%100%

キャリアセンター（就職支援担当）の教職員
が対応

（学生生活支援なども含めた）学生相談室等
の教職員が対応

学部等の担任や研究室の教員

学部等の教務担当課職員

相談に対応する仕組みがない

2025 2024 2023

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2023年度

2024年度

2025年度

84.9%

87.3%

89.0%

15.1%

12.7%

11.0%

周知している 周知していない

• 就職活動においてハラスメント的な行為を受けた場合、大学等へ相談するように学生に「周知している」大学等は
89.0％(前年度87.3％)と増加傾向。

• 具体的な相談体制としては、大学等全体で「キャリアセンター（就職支援担当）の教職員が対応」の割合が多く、複数の体
制体制を整備。
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大学等へ相談するように周知したか 学生からの相談に対する対応体制

N＝977

N＝861

N＝940

N＝977
グラフは977校のうち、各対応体制について実施していると回答した割合

※複数回答可

【就職活動におけるハラスメント等の対応について】

ハラスメント的な行為への対応について



増えた
18.0%

変化はない
57.5%

減った
11.1%

わからない
13.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2023年度

2024年度

2025年度

58.3%

64.4%

62.6%

18.0%

12.9%

18.7%

9.0%

6.8%

6.1%

3.0%

3.4%

2.7%

1.5%

0.8%

0.8%

9.8%

11.7%

9.2%

1～５件 6～10件 11～20件 21～50件 51~100件 不明等

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2023年度

2024年度

2025年度

30.8%

28.1%

26.8%

69.2%

71.9%

73.2%

ある ない

• オワハラについての相談を受けたことが「ある」と答えた大学等は全体で26.8％ （前年度28.1％） と減少傾向。

• 具体的な相談件数は「1～5件」が62.6％、「6～10件」が18.7％。

• 前年からの相談件数の変化について、「相談件数の変化はない」と回答した大学等が最も多く57.5％、「増えた」と回答
した大学等は18.0％、「減った」と回答した大学等は11.1％。

※政府は学生の職業選択の自由を妨げる行為（いわゆる「オワハラ」）を含むハラスメント行為の防止の為、相談窓口の設置など、学生からの苦情・相談に
対応するための体制整備・改善向上を図ることを要請している。

オワハラについての相談 相談件数 相談件数の変化

N＝261

N＝264
N＝940

N＝861
N＝265

N＝977
N＝262
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【就職活動におけるハラスメント等の対応について】

学生からのオワハラについての相談の有無について



51.9%

2.7%

11.8%

40.8%

71.8%

16.4%

1.1%

1.5%

26.3%

15.3%

57.6%

5.7%

11.0%

44.3%

55.7%

16.7%

0.4%

2.3%

0.0%

21.6%

58.9%

5.7%

10.9%

45.3%

55.5%

16.6%

0.4%

2.3%

0.0%

21.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

内々定を出す代わりに他社への就職活動をやめるように強要された
（早めに内々定を受ける旨の返答をしない場合には、内々定を取り消すと言われたなど）

内々定後、長時間（長期間）の研修があり、他社の選考が受けられなくなった

内々定後、懇親会が頻繁に開催され、必ず出席するように求められた

内々定の条件として、他社への就職活動の終了を求める意図で、
急遽大学の推薦状の提出を求められた

内定承諾書を提出しない場合は、内々定を辞退したものとみなすと言われたなど、
内々定の段階で、内定承諾書の提出を求められた。

内々定の辞退を申し出たところ、引き留めるために何度も説明を受けたり、拘束を受けた

内々定辞退の際、損害賠償金などお金を要求された

面接担当者の目の前で、他社に電話をかけさせ、選考を辞退するように迫られた

新卒エージェントから内々定の条件として、他社の選考を辞退するように迫られた

その他2025 2024 2023

相談内容

【自由記述(その他相談内容)】

・8/1内定式の参加を指示された。

・内定承諾書の件で週に1回のペースで人事部長より電話があった。提出後も週1のペースで人事部長より電話があった。

・内定を辞退したいことをお伝えした際に「後輩に迷惑がかかっても知らないよ」と、人事担当者からの発言があった。

・新卒エージェントに内定承諾の延期を依頼したが受理されず、他の企業へもう応募ができないと言われた。

• オワハラの相談内容について、「内定承諾書を提出しない場合は、内々定を辞退したものとみなすと言われたなど、内々

定の段階で、内定承諾書の提出を求められた。」の回答が最も多く、次に「内々定を出す代わりに他社への就職活動をや

めるように強要された（早めに内々定を受ける旨の返答をしない場合には、内々定を取り消すと言われたなど）」が多い。

※2023年度より調査実施

N＝262 グラフは262校のうち、各相談内容についてあったと回答した割合
※複数回答可
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【就職活動におけるハラスメント等の対応について】

オワハラの相談内容について



【自由記述(申し入れを行わなかった理由)】

・そのような企業に本当に入社したいのか改めて学生に考えさせるため、相談に対応した。

・学生自身が申し入れを行った。

・相談を通じて、本人が当該企業の選考を辞退する意向を固めた。

・キャリア支援センターから学生に助言を行っている。学生がその助言に基づき、企業と連絡調整を行うことで解決している。
21

大学等からの申し入れ 申し入れ結果

N＝35

N＝264

• 相談を受けた結果、オワハラへの対応として、「学生の意向を踏まえ、申し入れまでは行わなかった」と回答した大学が最
も多く、全体の68.6％。

• 申し入れの結果は、「改善の方向で検討いただいた」が53.8％、「改善された」が33.3％、「改善されなかった」が12.8％。

N＝265

N＝22
0% 20% 40% 60% 80% 100%

2023年度

2024年度

2025年度

7.9%

13.6%

14.9%

72.1%

68.6%

68.6%

20.0%

17.8%

15.3%

1.1%

申し入れをした

学生の意向を踏まえ、申し入れまでは行わなかった

申し入れを行わなかった

学生に専門の相談窓口を案内した

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2023年度

2024年度

2025年度

40.9%

42.9%

33.3%

40.9%

48.6%

53.8%

18.2%

8.5%

12.8%

改善された 改善の方向で検討いただいた 改善されなかった

N＝261
N＝39

【就職活動におけるハラスメント等の対応について】

オワハラへの対応について



0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024年度

2025年度

3.8%

2.6%

96.2%

97.4%

ある ない

• 学生からセクハラについての相談を受けたことが「ある」と答えた大学等は2.6％ （前年度３．８％）。

• 学生からの相談件数の変化について、「変化はない」と回答した大学等が最も多く56.0％、「増えた」と回答した大学等
は20.0％、「減った」と回答した大学等は8.0％。

相談件数の変化相談の有無

N＝36

N＝976

※2024年度より調査実施

N＝940

増えた
20.0%

変化はない
56.0%

減った
8.0%

わからない
16.0%

【就職活動におけるハラスメント等の対応について】

学生からのセクハラについての相談の有無
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申し入れをした
28.0%

学生の意向を踏まえ、申し入れ
までは行わなかった

52.0%

申し入れを行わなかった
12.0%

学生に専門の相談窓口を案内した
8.0%

改善された
57.1%

改善の方向で検討いただいた
28.6%

改善されなかった
14.3%

• 学生からの相談を受けた企業への申し入れの有無について、「学生の意向を踏まえ、申し入れまでは行わなかった」と回
答した大学が最も多く52.0％。

• 申し入れの結果は「改善された」が57.1％、「改善の方向で検討いただいた」が28.6％、「改善されなかった」が14.3％。
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※2024年度より調査実施

【自由記述(企業に申し入れを行わなかった理由)】

・その企業から対象学生は内定をもらったが、学生と相談した結果、内定辞退することとしたため、特に申し入れは行わなかった。今後、本学学生へ当該企業への
エントリーを推奨することは差し控える。

・申し入れを行うことで選考結果に影響が出る可能性があると考えられるため。

申し入れの有無 申し入れ結果

N＝25 N＝7

【就職活動におけるハラスメント等の対応について】

セクハラへの対応について



増えた
16.7%

変化はない
58.3%

減った
0.0%

わからない
25.0%

申し入れをした
0.0%

学生の意向を踏まえ、申し入れ
までは行わなかった

91.7%

申し入れを行わな
かった
0.0%

学生に専門の相談
窓口を案内した

8.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024年度

2025年度

1.5%

1.2%

98.5%

98.8%

ある ない

• 学生からジェンダーハラスメントについての相談を受けたことが「ある」と答えた大学等は1.2％。

• 学生からの相談件数の変化について、「変化はない」と回答した大学等が最も多く58.3％、「増えた」と回答した大学等は
16.7％。

• 学生からの相談を受けた企業への申し入れの有無について、「学生の意向を踏まえ、申し入れまでは行わなかった」と回
答した大学等が最も多く91.7％。
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相談の有無 相談件数の変化

N＝14

N＝977

※2024年度より調査実施

大学からの申入れの有無

N＝12

N＝940

【就職活動におけるハラスメント等の対応について】

学生からのジェンダーハラスメントについての相談の有無及び対応について



0% 20% 40% 60% 80% 100%

2023年度

2024年度

2025年度

27.8%

28.0%

27.3%

44.1%

46.2%

49.1%

3.7%

4.0%

3.4%

24.4%

21.8%

20.2%

多くの企業で行われている 一部の企業で行われている 行われていない わからない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2023年度

2024年度

2025年度

6.2%

4.4%

4.9%

43.1%

44.5%

45.0%

25.4%

27.8%

28.5%

1.6%

2.3%

1.6%

23.7%

20.9%

20.0%

多くの企業で重視されている ある程度重視されている

あまり重視されていない 重視されていない

わからない

• 企業の採用選考活動（面接等）における学業成績（※）を活用について、「一部の企業で行なわれている」と回答した大学

等が最も多く49.1％、次いで「多くの企業で行なわれている」との回答が27.3％。

（※）成績証明書や履修履歴等

• 企業の採用選考活動（面接等）での学生の評価の際における学業成績の重視について、「ある程度重視されている」と回

答した大学等が45.0％、「あまり重視されていない」と回答した大学等が28.5％。
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学業成績を活用した面接 学生を評価する際における学業成績

N＝941

N＝940

N＝861

N＝861

N＝976N＝975

【採用選考活動における学業成績の評価について】

学業成績の活用について



0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

タイプ１のオープン・カンパニー（会社説明会、業界研究なども含む）

タイプ２のキャリア教育

タイプ３のインターンシップ

タイプ４の高度専門型インターンシップ

OB・OG訪問

大学等におけるキャリア教育科目における講演への協力や寄付講座等

特にない

その他

59.7%

46.9%

62.5%

13.7%

40.0%

41.8%

8.8%

0.0%

56.1%

46.3%

63.9%

0.0%

41.6%

43.4%

8.4%

2.1%

41.0%

41.8%

61.0%

0.0%

43.3%

41.5%

7.7%

2.0%

2025年度 2024年度 2023年度

※複数回答可
※「タイプ４の高度専門型インターンシップ」は今回からの追加項目

企業に取り組んでもらいたいと考えるもの
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• 学生の職業観や勤労観を涵養し、個々人の個性に応じた職業を学生自ら選択できる能力を学生が身に付けるために、企

業に取り組んでもらいたいと考えるものは、「タイプ３のインターンシップ」が最も多く62.5%、ついで「タイプ1のオープ

ン・カンパニー」は59.7％、「タイプ2のキャリア教育」は46.9％、「講演への協力や寄付講座等」は41.8％。

N＝979
グラフは97９校のうち、各取組について
企業に取り組んでもらいたいと回答した
割合

【学生や企業に期待することについて】

これまで以上に企業に取り組んでもらいたいことについて



※複数回答可
※「タイプ４の高度専門型インターンシップ」は今回からの追加項目

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

タイプ１のオープン・カンパニー（会社説明会、業界研究なども含む）

タイプ２のキャリア教育

タイプ３のインターンシップ

タイプ４の高度専門型インターンシップ

OB・OG訪問

大学等におけるキャリア教育科目における講演への協力や寄付講座等

特にない

その他

66.6%

52.8%

63.6%

12.4%

36.7%

44.3%

6.0%

0.0%

66.9%

55.5%

66.3%

0.0%

38.2%

43.1%

5.6%

2.7%

48.5%

47.3%

67.2%

0.0%

43.1%

37.7%

4.3%

3.6%

2025年度 2024年度 2023年度

学生に参加を促したいと考えるもの
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• 学生が学生時代の早い段階から主体的に自らのキャリア形成について考え、個々人の個性や適性に応じた職業を自ら
選択できる能力を身に付けるために、学生に参加を促したいと考えるものは、「タイプ１のオープン・カンパニー」が最も
多く66.6％であり、次いで「タイプ３のインターンシップ」が63.6％、以下「タイプ2のキャリア教育」は52.8％、「講演へ
の協力や寄付講座等」は44.3％。

【学生や企業に期待することについて】

これまで以上に学生の参加を促したいことについて

N＝979
グラフは97９校のうち、各取組について
学生に参加を促したいと回答した割合



• 卒業後の学生への支援について「行っている」と回答した割合は86.8％。

    ※政府は企業等に対して卒業・修了後少なくとも３年間は新規卒業・修了予定者の採用枠に応募できるような募集条件を設定するなど、適切な対応を要請。

28

N＝956

N＝861

N＝988

【卒業・修了後３年間の扱いについて】

卒業後の学生への支援の有無について

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2023年度

2024年度

2025年度

86.5%

84.8%

86.8%

2.8%

4.0%

3.6%

10.7%

11.2%

9.5%

行っている 行うか検討中 行っていない
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